
（ ）

-

2.3

電波監視等業務庁費

委員等旅費 1

507.4

144.9

2.1

1.7

1

　 0116

年度-

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

年度の予算執行額　／　年度の学会国際機関における
論文掲載数及び発表数

単位当たり
コスト 百万円 4.7 8.6 5.1

計算式
　百万円　/
件

630／134 618／72 624/122

80

平成２７年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

838 752 771 647 657

618 624

執行率（％） 75% 82% 81%

平成９年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

132.6

諸謝金等

活動実績

活動指標

件

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

771

ＩＴ戦略主要政策・施策

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

（２）外部専門家による評価において、当初の見込通りか
それを上回る研究成果があったと判定された課題の割合

活動実績 ％ 100 100 100

当初見込み ％ 80 80 80

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

（１）電波が人体等に与える影響についての学会や国際
機関等における論文掲載数及び発表数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

電波利用技術研究開発等
委託費 509.3

134 72 122

- -

1.4

計 646.6 657.1

電波監視等業務旅費

0 2 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

電波法第103条の2第4項第4号
総務省設置法第4条第71号

関係する計画、
通知等

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

630

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 750

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

携帯電話をはじめとする個人利用の無線局が爆発的に普及し、無線局数も１億局を超えるまで増加。電波利用がますます日常生活と密接になっている一方
で、携帯電話等から発射される電波が人体等に与える影響に対する関心も高くなっている。このため、電波が人体等に与える影響を科学的に解明し、より安
心して安全に利用できる電波環境を整備することを目的とする。

前年度から繰越し 0 0

838

事業番号

電波の安全性に関する調査及び評価技術 担当部局庁 総合通信基盤局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 電波環境課 課長　杉野 勲

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 Ⅴ-５　電波利用料財源による電波監視等の実施

主要経費

27年度

0

0

調査結果を活用した、ガイド
ライン等の見直しや妥当性
の確認等の件数及び有益と
思われる情報の公開数

-

3

27年度活動見込

--

件 -

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

件 3

- - -

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

世界保健機関（ＷＨＯ）は、電波が健康に及ぼす影響に対する公衆の高い関心に応えるため、各国の参加を得て国際的な研究プロジェクトを１９９６年（平成
８年）に発足させ、リスク評価の公表にむけた検討が進められている。
本施策は、電波防護指針の妥当性の検証及び電波の医療機器への影響を防止するための指針の策定など、これまで多方面に渡って寄与しているが、今後
はこのような国際的な状況も踏まえ、我が国国民の安心安全の確保のため、（１）　ＷＨＯ優先的研究課題を踏まえた生物学的影響に関する研究（生体電磁
環境研究）の実施、（２）人体を模擬した解析モデルや電波ばく露量の測定システムの開発等の実施、（３）　ペースメーカ等への影響を防止するための調査
を実施する。

目標最終年度

0 0

647 657

0

24年度 25年度

2成果実績

目標値
安心・安全な電波利用環境
の整備への貢献

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

件

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

チェック



事業所管部局による点検・改善

委託研究の委託先の選定に当たっては、総務省が作成し
た基本計画書に基づいて広く公募を行い、大学等の研究機
関からの提案書について外部有識者による評価を実施す
ることで、妥当性・競争性を確保している。また、電波の医
療機器等への影響に関する調査では、一般競争入札また
は公募を実施している。

電波の利用環境が整備されることによる受益者は国民全体
であり受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

改善の
方向性

委託研究については、引き続き、公募や外部評価等のプロセスを活用することで、妥当性・競争性を確保していく。また、外部監査法人を活用し
つつ、経費処理の合理性を確保していく。また、電波の医療機器等への影響に関する調査では、引き続き一般競争入札または公募を実施す
る。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割
分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

研究テーマは、我が国の安全基準策定に必要なものやWHO優先課題等に重点化することで、効率的、効果的な施策の実施に努めている。平
成26年度に実施した研究案件は全て、外部有識者による評価会において研究成果や予算執行状況等の評価を行い、妥当性を確認されてい
る。

点
検
・
改
善
結
果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

電波法の目的である「電波の公平かつ能率的な利用を確
保することによって公共の福祉を増進すること」の達成のた
めに重要な事業の一つである。

積極的な論文投稿の推進のため、研究実施計画において
論文数の目標を定めさせ、外部有識者による評価会議での
評価対象としている。これにより単位当たりコストは妥当な
水準となっている。

本事業においては、中間段階への支出は無い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

点検結果

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

外部有識者による評価会を毎年度開催し、外部有識者の
意見をもとに、より効果的に目標を達成できるようにしてい
る。

外部有識者による評価会で、当初の見込通りかそれを上回
る研究成果があったと判定される案件の割合を8割以上と
見込んでいたが、実績としては、全ての案件が見込以上と
判定された。

本事業による成果は、学会発表や論文掲載により公表さ
れ、WHOの電波の健康影響に関する国際的評価の策定に
寄与している。また、電波の人体への影響を防止するため
の電波防護指針の策定や、植込み型医療機器への影響を
防止するための指針の策定に寄与している。
さらに総務省のホームページや電波の安全性に関する説
明会で研究結果を公表することにより、研究成果を国民に
広く周知している。

委託研究の経費については、外部の監査法人を活用しつ
つ、中間段階及び年度末に経理検査を行うことにより、不
要・非効率な支出を認めず、合理性を確保している。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

電波利用の急速な拡大、日常的に電波を利用する機会の
増加に伴い、電波が人体や医療機器等に与える影響の防
止のニーズは拡大している。本件事業はこの影響防止のた
めの安全基準の策定に資するものであり、国民や社会の
ニーズを的確に反映している。

本件事業は、安心安全な電波利用環境の整備に関するも
のであり、国が主体となって実施すべき事業である。

○

○

○

○

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

26年度は相談件数の目標747件以下に対し、実績は809件
となった。これは、電波環境協議会から病院内での携帯電
話の使用に関する指針が公表されたこと、関西鉄道事業者
が車内における携帯電話の取扱ルールを変更したことなど
が報道で話題となったことにより相談件数が増えたことによ
るもの。これらの増加要因の影響を合わせて考慮すると、
実績は十分に目標に見合ったものとなっていると言える。

本件事業に係る資金は、電波の安全性を確保するために
必要な調査研究やその評価会等の関連支出にのみ支出さ
れている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○



0113平成22年度

平成25年度

外部有識者の所見

0119

平成23年度

執
行
等
改
善

0119

関連する過去のレビューシートの事業番号

事
業
内
容
の

一
部
改
善

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

平成27年度に委託研究案件が複数終了するため、平成28年度に新規に開始する必要のある委託研究を厳密に精査するとともに、経理検査等によ
り、受託機関の経費の使途の必要性・合理性を精査し、効率的な執行を図る。
また、成果目標及び成果実績について、より事業の目的に沿った指標を新たに設定した。

平成26年度

-

0118

平成24年度

＜平成２２年度行政事業レビュー公開プロセス対象施策＞・　事業番号　８　「電波の安全性に関する調査等」　レビューシート事業番号　０１１８「評決」・・・廃止を含
めた全面的な見直し「とりまとめコメント」・・・国家の財政がこれだけ緊迫をしている状況の中でやらねばならないことはたくさんあり、選択と集中という観点から、相
当厳しく見直しをしなければならない。廃止を含めた全面的な見直しとさせていただきたい。

＜過去の事業仕分け等の反映状況の検証結果を踏まえた対応について　（平成２２年１１月９日　行政刷新会議）＞（別紙）　総務省事業名等　電波の安全性に関
する調査等「指摘内容」・・・ＷＨＯ優先課題に沿った研究を継続的に続けているが、「廃止を含めた全面的な見直し」との行政事業レビュー公開プロセスの評決結果
にもかかわらず、選択と集中という観点から、諸外国の研究状況を十分に把握した上で、課題の絞り込みが十分行われてるとは言い難い。

これまでの生体電磁環境研究及びペースメーカ等への影響を防止するための調査で得られた成果については、それぞれ下記のＵＲＬで公開している。
http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/seitai/protect/index.htm　（生体電磁環境研究）
http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/seitai/chis/index.htm　（ペースメーカ等への影響を防止するための調査）

0118



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

総務省
２２８百万円

（※諸謝金・委員等旅費等

を含む）

外部評価、公募、採択、契約、進捗
管理の実施

【公募・委託】

A．大学（３機関）
５２百万円

【公募・委託】

B．大学等（２機関）
３３百万円

【公募・委託】

C．大学（3機関）
４１百万円

【公募・委託】

D．大学（２機関）
４６百万円

【公募・委託】

E．大学（４機関）
５２百万円

眼部への電波ばく露の定量的

調査に関する研究の実施

国際共同症例対照研究にお

ける多様な携帯電話端末・通
話形式と健康に関する調査・

分析・評価

接触電流の作用の周波数依

存性の定量的調査

超高周波の電波ばく露による

影響の調査

６GHz超の周波数帯における

局所ばく露時の健康影響閾
値の評価

＜生体電磁環境研究＞

F．国立研究開発法人

情報通信研究機構
２６４百万円

電波の安全性に関する評価

技術の調査研究の実施

【公募・委託】

総務省
２６４百万円

外部評価、公募、採択、契約、
進捗管理の実施

＜電波の安全性に関する
評価技術の調査研究＞

＜委託研究の経理検査＞

G．あらた監査法人
３百万円

A,B,C,D,E,Fの経理検

査の実施

総務省
３百万円

入札、契約、進捗管

理

【一般競争入札】
（応札者：５者）
落札率：59.9%

＜医療機器等への影響調査＞

総務省
１２９百万円

入札、契約、
進捗管理

H．エヌ・ティ・ティ・アド
バンステクノロジ株式

会社
１２９百万円

医療機器等への影響

調査の実施

【随意契約（公募）】

総務省
６２４百万円

＜合計＞



計 34 計 129

一般管理費 一般管理費 3

旅費

1

2旅費

人件費・謝金 研究員費、謝金 15

その他 外注費、消費税相当額 5

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

物品費 設備備品、消耗品 9

D.公立大学法人福島県立医科大学 H.エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

調査費
無線通信端末が植込み型医療機器に与える
影響の調査

129

計 26 計 3

人件費・謝金 研究員費、研究補助員費 9

旅費 旅費 2

その他 その他（諸経費）、消費税相当額 1

一般管理費 一般管理費

C.国立研究開発法人　理化学研究所 G. あらた監査法人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品費 設備備品、消耗品 13 経理検査費 経理検査 3

計 19 計 264

一般管理費 一般管理費 2 人件費・謝金 研究員費 22

1物品費 消耗品

人件費・謝金 研究補助員費、謝金 9 その他
外注費、通信運搬費、その他（諸経費）、消
費税相当額

112

計 22 計 17

その他
外注費、印刷製本費、会議費、通信運搬費、
光熱水料、その他（諸経費）、消費税相当額

5 物品費 設備備品、消耗品 106

旅費 旅費 2 一般管理費 一般管理費 24

B.学校法人東京女子医科大学 F.国立研究開発法人　情報通信研究機構

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費 旅費 6 物品費 設備備品、消耗品 3

一般管理費

一般管理費 1

金　額
(百万円）

研究員費、研究補助員費 12人件費・謝金 研究員費、研究補助員費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.学校法人金沢医科大学 E.国立大学法人東京医科歯科大学

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

1

一般管理費

9 人件費・謝金

その他 外注費、その他（諸経費）、消費税相当額 2

一般管理費 2

物品費 消耗品 3 その他
外注費、印刷製本費、会議費、通信運搬費、
光熱水料、その他（諸経費）、消費税相当額

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

F

G

H

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノ
ロジ株式会社

無線通信端末が植込み型医療機器に与える影響の調査 129
随意契約
（公募）

-

1 あらた監査法人 経理検査 3 5 59.9％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
国立研究開発法人情報通信研
究機構

電波の人体への安全性に関する評価技術の研究開発 264 公募・委託 -

3 学校法人　明治薬科大学 ６GHz超の周波数帯電波のラットに対する局所ばく露の生体影響評価等 13 公募・委託 -

4 国立大学法人東京農工大学 ６GHz超の周波数帯電波の局所ばく露装置の開発等 8 公募・委託 -

1
国立大学法人　東京医科歯科
大学

６GHz超の周波数帯電波の局所ばく露、全身ばく露の生体影響評価（生物学
分野）

17 公募・委託 -

2 国立大学法人名古屋工業大学
６GHz超の周波数帯電波の局所ばく露装置の開発、全身ばく露の生体影響
評価（工学分野）

14 公募・委託 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 国立大学法人宇都宮大学 電流刺激装置の開発、改良、保守および電流刺激時のばく露評価 13 公募・委託 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
公立大学法人福島県立医科大
学

電波ばく露の接触電流作用の閾値測定 34 公募・委託 -

3 公立大学法人首都大学東京 超高周波の電波ばく露装置の開発及びばく露評価に関する研究 7 公募・委託 -

1
国立研究開発法人理化学研究
所

超高周波の電波ばく露における非熱作用に関する研究 25 公募・委託 -

2 国立大学法人京都大学 超高周波の電波ばく露の生物学的側面からの影響調査 10 公募・委託 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 学校法人東京女子医科大学 国際共同症例対照研究における医学・公衆衛生学的観点の考察等 18 公募・委託 -

2 公立大学法人首都大学東京 国際共同症例対照研究における工学的観点からのばく露評価等 15 公募・委託 -

眼部への電波ばく露の生物学的側面からの影響調査 12

2 公立大学法人首都大学東京
眼部への電波ばく露の定量的調査に関す工学的立場からの考察、ばく露装
置の開発等

18 公募・委託 -

公募・委託 -3 国立大学法人京都大学

1 学校法人金沢医科大学 眼部への電波ばく露の定量的調査に関する動物実験 22 公募・委託 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック


